企業組織の集団的意思決定 ―社会的選択理論からの考察― by 濱田 元房
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人、選択肢は𝑎, 𝑏, 𝑐の 3 つだけであり、どの個人も選択肢に対して無差別を表明することは
ないことを仮定する。選択肢の集合{𝑎, 𝑏, 𝑐}に対して、論理的な評価は𝛼: 𝑎 ≻ 𝑏 ≻ 𝑐 , 
𝛽: 𝑎 ≻ 𝑐 ≻ 𝑏, 𝛾: 𝑏 ≻ 𝑎 ≻ 𝑐, 𝛿: 𝑏 ≻ 𝑐 ≻ 𝑎, 𝜀: 𝑐 ≻ 𝑎 ≻ 𝑏, 𝜁: 𝑐 ≻ 𝑏 ≻ 𝑎の 6通りで尽くされる。
2 人の個人はこれらの 6通りの評価をいずれも表明できるため、この社会で実現可能な個人







個人の集合を𝑁 = {1, 2}とする。選択肢の集合を𝑋 = {𝑎, 𝑏, 𝑐}とし、𝑋上の選好順序を≻で表
す。𝑋上の選好順序全体の集合を𝑃とする。 
社会厚生関数 𝐹: 𝑃𝑁 → 𝑃とは、個人の選好プロファイル(≻1, ≻2)に対して、一つの社会的
選好≻𝐹を定める関数である。 
 
公理 U:（Universal domain）すべての選好プロファイル(≻1, ≻2)に対して、𝐹によって生成
される≻𝐹は推移的である。 
 
公理 P:（Pareto principle）任意の𝑥, 𝑦 ∈ 𝑋について、𝑥 ≻1 𝑦かつ𝑥 ≻2 𝑦ならば𝑥 ≻𝐹 𝑦 
が成り立つ。 
 




′ は{𝑥, 𝑦}上で一致する。すなわち、 
 (ⅰ) ∀𝑖 ∈ 𝑁: 𝑥 ≻𝑖 𝑦 ⟹ 𝑥 ≻𝑖
′ 𝑦; 
(ⅱ) ∀𝑖 ∈ 𝑁: 𝑦 ≻𝑖 𝑥 ⟹ 𝑦 ≻𝑖
′ 𝑥 
ならば 




定義 1 社会的厚生関数 Fが独裁制(dictatorship)であるとは、すべての 𝑥, 𝑦 ∈ 𝑋 に対し
て、𝑥 ≻𝑖 𝑦 ⟹ 𝑥 ≻𝐹 𝑦となる個人𝑖が存在する場合をいう。 
 
定理 1 [Arrow(1963)] 公理 U,P,BIを満たす社会厚生関数は独裁制しかない。 
 
証明 以下のような選好プロファイルを考える。 
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𝑎 ≻1 𝑏 ≻1 𝑐 , 𝑐 ≻2 𝑎 ≻2 𝑏 
このとき、Pを満たす社会的選好は以下の 3つである。 
(A) 𝑎 ≻𝐹 𝑏 ≻𝐹 𝑐  (B) 𝑐 ≻𝐹 𝑎 ≻𝐹 𝑏  (C) 𝑎 ≻𝐹 𝑐 ≻𝐹 𝑏 
(A)の場合、BIより 
    𝑎 ≻1 𝑐 ⟹ 𝑎 ≻𝐹 𝑐 (1) 
    𝑏 ≻1 𝑐 ⟹ 𝑏 ≻𝐹 𝑐  (2) 
が成り立つ。次に、以下のような選好プロファイルを考える。 
𝑎 ≻1 𝑐 ≻1 𝑏 , 𝑐 ≻2 𝑏 ≻2 𝑎 
このとき、(1)より𝑎 ≻𝐹 𝑐 、Pより 𝑐 ≻𝐹 𝑏、Uより𝑎 ≻𝐹 𝑏が成り立つ。したがって、社会的
選好は、 
𝑎 ≻𝐹 𝑐 ≻𝐹 𝑏 
に定まる。BIより、 
    𝑎 ≻1 𝑏 ⟹ 𝑎 ≻𝐹 𝑏 (3) 
が成り立つ。続いて、以下のような選好プロファイルを考える。 
𝑏 ≻1 𝑐 ≻1 𝑎 , 𝑐 ≻2 𝑏 ≻2 𝑎 
このとき、(2)より𝑏 ≻𝐹 𝑐、Pより𝑐 ≻𝐹 𝑎、Uより𝑏 ≻𝐹 𝑎が成り立つ。したがって、社会的選
好は、 
𝑏 ≻𝐹 𝑐 ≻𝐹 𝑎 
に定まる。BIより 
    𝑏 ≻1 𝑎 ⟹ 𝑏 ≻𝐹 𝑎 (4) 
が成り立つ。同様に、以下の選好プロファイルを考える。 
𝑐 ≻1 𝑏 ≻1 𝑎 , 𝑎 ≻2 𝑐 ≻2 𝑏 
このとき、(4)より 𝑏 ≻𝐹 𝑎、P より 𝑐 ≻𝐹 𝑏、U より 𝑐 ≻𝐹 𝑎が成り立つ。したがって、社会的
選好は、 
𝑐 ≻𝐹 𝑏 ≻𝐹 𝑎 
に定まる。BIより、 
   𝑐 ≻1 𝑎 ⟹ 𝑐 ≻𝐹 𝑎 (5) 
が成り立つ。最後に、以下の選好プロファイルを考える。 
𝑐 ≻1 𝑎 ≻1 𝑏 , 𝑎 ≻2 𝑏 ≻2 𝑐 
このとき、(5)より 𝑐 ≻𝐹 𝑎、P より 𝑎 ≻𝐹 𝑏、U より 𝑐 ≻𝐹 𝑏が成り立つ。したがって、社会的
選好は、 
𝑐 ≻𝐹 𝑎 ≻𝐹 𝑏 
に定まる。BIより、 
   𝑐 ≻1 𝑏 ⟹ 𝑐 ≻𝐹 𝑏 (6) 
が成り立つ。以上、(1)〜(6）より、個人 1 が独裁者であることが分かる。 
(B)の場合は、上記と同様の方法で個人 2が独裁者であることを示すことが出来る。 
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最後の(C)の場合を検討する。BIより、 
   𝑎 ≻1 𝑐 ⟹ 𝑎 ≻𝐹 𝑐 (7) 
                                   𝑐 ≻2 𝑏 ⟹ 𝑐 ≻𝐹 𝑏  (8) 
が成り立つ。ここで、以下のような選好プロファイルを考える。 
𝑏 ≻1 𝑎 ≻1 𝑐 , 𝑐 ≻2 𝑏 ≻2 𝑎 
このとき、(7)より 𝑎 ≻𝐹 𝑐 、(8)より 𝑐 ≻𝐹 𝑏、Uより 𝑎 ≻𝐹 𝑏が成り立つ。したがって 
社会的選好は、 
𝑎 ≻𝐹 𝑐 ≻𝐹 𝑏 




3. Majority Judgment 
個人の選好順序を前提に社会的選択を行うことの問題点を見てきたが、近年 Balinski と
Laraki によってその問題を克服する方法として、あらかじめ決められた評価を表す共通言






• 𝐼 = {𝑎, 𝑏, 𝑐, ⋯ }：選択対象の集合（𝑚個） 
• 𝐽 = {1,  2, ⋯ , 𝑛}：個人の集合（𝑛人） 
• 𝛬：評価語彙の集合（“common language”） 
• ≥：Λ上の順序関係（「大小関係」） 
評価語彙の例として 
① Λ={優, 良, 可, 不可},  優＞良＞可＞不可 
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行ベクトル 𝒓𝑥 = (𝑟1
𝑥 ,  𝑟2
𝑥 ,  ⋯ ) は選択対象 𝑥 に対する各個人の評価を表す。一方、列ベク











𝐹: 𝛬𝑚×𝑛 ⟶ 𝛬𝑚 


























                   ↑     ↑ 
             （評価プロファイル） （社会的評価） 
 
3.2 集計関数 
公理 1 [中立性（neutrality）] 任意の行置換𝜌について 
𝐹(𝜌𝛷) = 𝜌𝐹(𝛷) 



















































公理 2 [匿名性（anonymity）] 任意の列置換𝜏について 
𝐹(𝛷𝜏) = 𝐹(𝛷) 
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公理 3 [全員一致（unanimity）] 任意の 𝑟 ∈ 𝛬 について 
𝐹 ([
⋮







公理 4 [単調性（monotonicity）] 任意の 𝒓𝑥 ,  𝒓′𝑥に対して 
(ⅰ)すべての h について 𝑟ℎ
𝑥 ≥ 𝑟′ℎ
𝑥 ならば 𝐹𝑥(𝒓𝑥) ≥ 𝐹𝑥(𝒓′𝑥) 
(ⅱ)すべての h について 𝑟ℎ
𝑥 > 𝑟′ℎ
𝑥 ならば 𝐹𝑥(𝒓𝑥) > 𝐹𝑥(𝒓′𝑥) 
 
公理 5 [独立性（IIA）] 任意の 2 つの評価プロファイル 𝛷,  𝛷′ に対して、ある 𝑥 ∈ 𝑋 に
ついて 𝒓𝑥 = 𝒓′𝑥 （行ベクトルが一致する）ならば 
𝐹𝑥(𝛷) = 𝐹𝑥(𝛷′) 
 
定理 2 社会評価関数𝐹が公理 1〜5を満たすための必要十分条件は、以下の 4つの性質を満
たす関数 𝑓: 𝛬𝑛 ⟶ 𝛬 が存在することである。 
1. 任意の Φ と 𝑥 について、𝐹𝑥(𝛷) = 𝑓(𝒓𝑥). 
2. 任意の 𝒓 ∈ 𝛬𝑛 と置換σについて、𝑓(𝜎(𝒓)) = 𝑓(𝒓). 
3. 任意の 𝑟 ∈ 𝛬 について、𝑓(𝑟, ⋯ , 𝑟) = 𝑟. 
4. 任意の 𝒓, 𝒓′ ∈ 𝛬𝑛について、[∀ℎ ∈ 𝐼:  𝑟ℎ ≥ (>)𝑟′ℎ] ⟹ 𝑓(𝒓) ≥ (>)𝑓(𝒓′) 
 
定理 2で導かれる関数 𝑓: 𝛬𝑛 ⟶ 𝛬 を集計関数という。以下では、社会評価関数𝐹と集計




公理 6 [連続性(continuity)] 
(ⅰ)Λ ⊂ ℝは有界閉区間 
(ⅱ)集計関数𝑓は連続関数 
集計関数 𝑓: 𝛬𝑛 ⟶ 𝛬 が、すべての 𝒓 ∈ 𝛬𝑛 に対して 
𝑓(𝒓) = 𝑟𝑘 
を満たすとき、𝒌-順位関数（𝑘-th order function）といい、𝑓(𝑘)と表記する（1 ≦ 𝑘 ≦ 𝑛）。 
例：𝒓 = (10,  5,  5,  3) のとき 
𝑓(1)(10,  5,  5,  3) = 10,  𝑓(2)(10,  5,  5,  3) = 𝑓(3)(10,  5,  5,  3) = 5, 𝑓(4)(10,  5,  5,  3) = 3. 




社会評価関数が戦略的操作耐性を満たすとは、 任意の 𝒓 ∈ 𝛬𝑛 について以下が成り立つ
場合をいう。 
(1) 𝑟ℎ > 𝑓(𝒓) ⟹ ∀𝑟
′ ∈ 𝛬:  𝑓(𝑟′, 𝒓−ℎ) ≤ 𝑓(𝒓) 
(2) 𝑟ℎ < 𝑓(𝒓) ⟹ ∀𝑟
′ ∈ 𝛬:  𝑓(𝑟′, 𝒓−ℎ) ≥ 𝑓(𝒓) 
ただし (𝑟′, 𝒓−ℎ) = (⋯ , 𝑟ℎ−1, 𝑟
′, 𝑟ℎ+1,  ⋯ ) である。 
定理 3 戦略的操作耐性を満たす唯一の社会評価関数は順位関数である。 
𝒓 = (𝑟1, ⋯ , 𝑟ℎ , ⋯ , 𝑟𝑛)において、ある個人 h が、自身の評価を 𝑟ℎ から別の 𝑟′ 変えること
により、社会的評価 𝑓(𝒓) を上げる（下げる）ことができるとき、h は r において上方（下
方）操作可能であるという。上方操作可能である個人の集合を𝐼+(𝑓, 𝒓)、下方操作可能であ
る個人の集合を𝐼−(𝑓, 𝒓)と表記する。 
例：[順位関数] 𝑟1 ≥ ⋯ ≥ 𝑟𝑛のとき  
𝐼+(𝑓(𝑘), 𝒓) = {𝑘,  ⋯ ,  𝑛} ,  𝐼−(𝑓(𝑘), 𝒓) = {1,  ⋯ ,  𝑘} 





𝐼+(𝑓𝐴, 𝒓) = 𝐼−(𝑓𝐴, 𝒓) = 𝐼+(𝑓𝐴, 𝒓) ∩ 𝐼−(𝑓𝐴, 𝒓) = {1,  ⋯ ,  𝑛} 
 
3.4 The Majority-Grade（多数支持評価） 
𝑟1 ≥ 𝑟2 ≥ ⋯ ≥ 𝑟𝑛に対して 
(1) 𝑓(𝑟1, ⋯ , 𝑟𝑛) = 𝑟(𝑛+1) 2⁄   （nが奇数） 




𝑓((𝑛+1) 2⁄ )(𝒓) （𝑛が奇数）
𝑓((𝑛+2) 2⁄ )(𝒓) （𝑛が偶数）
 
                                                     
3 nが偶数のとき、中央集計関数は複数存在する。 









3.5 The Majority-Ranking （多数支持順位） 
多数支持評価により選択対象を順位づけできる。 
𝑥 ≻ 𝑦 ⟺ 𝑓𝑚𝑎𝑗(𝒓𝑥) > 𝑓𝑚𝑎𝑗(𝒓𝑦) 
ただし、ここで問題となるのは、𝒓𝑥 ≠ 𝒓𝑦だが 𝑓𝑚𝑎𝑗(𝒓𝑥) = 𝑓𝑚𝑎𝑗(𝒓𝑦)となりうる点である。 
例： 𝒓𝑥 = (10,  5,  4), 𝒓𝑦 = (6,  5,  1) のとき 
𝑓𝑚𝑎𝑗(𝒓𝑥) = 5 = 𝑓𝑚𝑎𝑗(𝒓𝑦) 
この問題に対して、Balinski and Laraki(2010)は次のような解決法を提案している。ま
ず、𝒓 ∈ 𝛬𝑛に対して、𝑚1, ⋯ , 𝑚𝑛を次のように逐次定義する。 
(1) 𝒓(1) = 𝒓 として、𝑚1 = 𝑓
𝑚𝑎𝑗(𝒓(1)) とする。 
(2) 𝒓(𝑘) から𝑚𝑘を消去したものを 𝒓(𝑘+1) として、𝑚𝑘+1 = 𝑓
𝑚𝑎𝑗(𝒓(𝑘+1)) とする
（1 ≦ 𝑘 ≦ 𝑛 − 1）。 
このように定義された 𝑚(𝒓) = (𝑚1, ⋯ , 𝑚𝑛) を多数支持値という。 
例：𝒓 = (90,  85,  78,  73,  73,  70,  69) のとき 
𝑚1 = 𝑓
𝑚𝑎𝑗(90,  85,  78,  𝟕𝟑,  73,  70,  69) = 73 
𝑚2 = 𝑓
𝑚𝑎𝑗(90,  85,  78,  𝟕𝟑,  70,  69) = 73       
𝑚3 = 𝑓
𝑚𝑎𝑗(90,  85,  𝟕𝟖,  70,  69) = 78              
より 
𝑚(𝒓) = (73,  73,  78,  70,  85,  69,  90). 
選択対象の多数支持値の辞書式順序4で定まる𝑋上の順序 ≻𝑚𝑎𝑗 を多数支持順序という。 
𝑥 ≻𝑚𝑎𝑗 𝑦 ⟺ 𝑚(𝒓
𝑥) >ℓ 𝑚(𝒓
𝑦) 
辞書式順序の性質より、多数支持順位では𝒓𝑥 ≠ 𝒓𝑦のとき必ず順位づけされる。 
例： 𝒓𝑥 = (10,  5,  4), 𝒓𝑦 = (6,  5,  1) のとき 
𝑚(𝒓𝑥) = (5,  4,  10),  𝑚(𝒓𝑦) = (5,  1,  6) 
                                                     
4 辞書式順序とは次のように定義される。 
(𝑚1, ⋯ , 𝑚𝑛) >ℓ (𝑚
′
1, ⋯ , 𝑚
′
𝑛) 
⟺(1)𝑚1 > 𝑚′1; (2)𝑚1 = 𝑚
′
1, ⋯ , 𝑚𝑘−1 = 𝑚
′
𝑘−1,  𝑚𝑘 > 𝑚
′
𝑘（2 ≦ 𝑘 ≦ 𝑛） 
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  より 𝑥 ≻𝑚𝑎𝑗 𝑦 
 
3.6 Majority Judgement と伝統的な社会的選択との比較 





 Excellent Very Good Good Acceptable Poor To Reject 
𝑎 9% 40% 51% 0 0 0 










 k人評価者 1人評価者 ｋ人評価者 
𝑎 20,…,20 20 0 ,…,0 
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ることが理論や実験により示されている。これらの結果を踏まえて、次節において、










れる。このとき、評価関数は𝐹: Λ𝑘×𝑛 → Λ である。以下において、Λ ⊂ ℝは有界閉区間であ
ると仮定する。 
各基準について、評価者の評価を集計する関数𝑓: Λ𝑛 → Λを集計関数とする。各評価者に
ついて、各評価基準の評価を一つの評価に集約する関数𝑔: Λ𝑘 → Λを集約関数とする。ここ
で、𝑓𝑘: Λ
𝑘×𝑛 → Λ𝑘, 𝑔𝑛: Λ






𝑔𝑛 = (𝑔, ⋯ , 𝑔) 
𝑓 = 𝑓𝑚𝑎𝑗 , 𝑔 = 𝑔𝑚𝑎𝑗として、次の 2つの評価関数を考える。 
(1) 𝐹𝐽 = 𝑓 ∘ 𝑔𝑛 = 𝑓(𝑔, ⋯ , 𝑔)：Judge-based Majority Judgement 
各々の評価者が評価対象を k 個の評価基準毎に評価して Majority Grade を算出し、そ
の後、全ての評価者による Majority Valueを算出するルール。 




) : Criteria-based Majority Judgement 
ある評価対象の k 番目の評価基準の全ての評価者による Majority Grade を算出し、そ
の後全ての評価基準で Majority Valueを算出するルール。 
一方、𝑓, 𝑔がともに平均値を与える関数であるとき、次のような評価関数が定義される。 
(3) 𝐹𝐴 = 𝑓 ∘ 𝑔𝑛 =  𝑔 ∘ 𝑓𝑘：Average評価 
評価対象の各評価者による各評価基準の評価の平均値を算出するルール。 




ここで、Judge-based による Majority-Judgement と Average 評価による結果の差異が発











 コミュ力 創造力 計算力 
A 5 5 6 
B 10 6 6 
C 7 7 6 
 研究役員 
 コミュ力 創造力 計算力 
A 7 5 5 
B 7 6 6 
C 8 7 6 
 生産役員 
 コミュ力 創造力 計算力 
A 8 5 5 
B 6 7 6 
C 8 6 6 
このプロファイルにおいて、A, B, C とも各々の評価基準間の能力にばらつきは小さい。こ
のとき、社会的評価は次のようになる。 
 𝐹𝐽 𝐹𝐴 
A 5 5.7 
B 6 6.7 
C 7 6.8 




 コミュ力 創造力 計算力 
A 7 8 1 
B 10 6 6 
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C 7 7 6 
 研究役員 
 コミュ力 創造力 計算力 
A 8 8 1 
B 7 6 6 
C 8 7 6 
 生産役員 
 コミュ力 創造力 計算力 
A 8 8 2 
B 6 7 6 




 𝐹𝐽 𝐹𝐴 
A 8 5.7 
B 6 6.7 
C 7 6.8 





 コミュ力 創造力 計算力 
A 9 10 9 
B 10 6 6 
C 7 7 6 
 
 研究役員 
 コミュ力 創造力 計算力 
A 7 5 5 
B 7 6 6 
C 8 7 6 
 
 生産役員 
京都産業大学経済学レビュー No.7 （令和 2 年 3 月） 
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 コミュ力 創造力 計算力 
A 8 5 5 
B 6 7 6 
C 8 6 6 
(i)のプロファイルから、営業役員が戦略的操作により A の評価を極端に引き上げた場合
を変える。このとき、社会的評価はつぎのようになる。 
 𝐹𝐽 𝐹𝐴 
A 5 7.0 
B 6 6.7 
C 7 6.8 
このケースでは、(i)と比較して、𝐹𝐴は𝐶 ≻ 𝐵 ≻ 𝐴から𝐴 ≻ 𝐶 ≻ 𝐵と最下位であった A が最




 コミュ力 創造力 計算力 
A 5 5 6 
B 4 3 3 
C 5 5 4 
 
 研究役員 
 コミュ力 創造力 計算力 
A 7 5 5 
B 7 6 6 





 コミュ力 創造力 計算力 
A 8 5 5 
B 6 7 6 
C 8 6 6 
(i)のプロファイルから、営業役員が戦略的操作により B、C の評価を極端に引き下げた
場合を変える。このとき、社会的評価はつぎのようになる。 
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 𝐹𝐽 𝐹𝐴 
A 5 5.7 
B 6 5.3 
C 6 5.2 
このケースでは、(i)と比較して、𝐹𝐴は𝐶 ≻ 𝐵 ≻ 𝐴から𝐴 ≻ 𝐶 ≻ 𝐵と最下位であった A が最
上位に変ったが、𝐹𝐽は𝐶 ≻ 𝐵 ≻ 𝐴のまま不変である。 
 
4.2 𝑭𝑱と𝑭𝑪との比較 
評価対象を複数の評価基準で評価する場合に、Judge-based と Criteria-based で
Majority Judgement の評価による結果の差異が発生する例から各々の決定方法の特徴を考
察する。尚、伝統的社会的選択である、平均値、多数決も併せて調べる。 
評価対象（＝候補者）は、A, B, C, D の 4名、評価基準は「コミュニケーション力」、「創造












 コミュ力 創造力 計算力 
A 4 8 8 
B 6 7 7 
C 8 6 6 
D 4 8 3 
 研究役員 
 コミュ力 創造力 計算力 
A 4 8 8 
B 3 9 7 
C 8 6 6 
D 3 9 3 




 コミュ力 創造力 計算力 
A 5 9 8 
B 6 7 9 
C 8 5 7 
D 5 7 4 
このとき、社会的評価はつぎのようになる。 
 𝐹𝐴 𝐹𝐽 𝐹ｃ 
A 6.9 8 8 
B 6.8 7 7 
C 6.7 6 6 
D 5.1 4 4 





 コミュ力 創造力 計算力 
A 4 8 5 
B 6 7 5 
C 8 6 5 
D 4 8 5 
 研究役員 
 コミュ力 創造力 計算力 
A 5 8 8 
B 5 9 7 
C 5 6 6 
D 5 9 3 
 
 生産役員 
 コミュ力 創造力 計算力 
A 5 5 8 
B 6 5 9 
C 8 5 7 
D 5 5 4 
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  (i)のプロファイルから、各評価者の得意でない評価項目を全ての候補者に対して 5 で
評価した場合の、社会的評価はつぎのようになる。 
 𝐹𝐴 𝐹𝐽 𝐹ｃ 
A 6.2 5 8 
B 6.6 6 7 
C 6.2 6 6 





 コミュ力 創造力 計算力 
A 4 8 5 
B 6 7 5 
C 8 6 9 
D 4 8 5 
 研究役員 
 コミュ力 創造力 計算力 
A 5 8 8 
B 5 9 7 
C 5 6 6 
D 5 9 3 
 生産役員 
 コミュ力 創造力 計算力 
A 5 5 8 
B 6 5 9 
C 8 5 7 
D 5 5 4 
(ⅱ)のプロファイルから、営業役員が戦略的に C の計算力を 5 から 9 に変更する。その
場合の社会的評価はつぎのようになる。 
 𝐹𝐴 𝐹𝐽 𝐹ｃ 
A 6.2 5 8 
B 6.6 6 7 
C 6.7 7 7 
D 5.3 5 5 







 コミュ力 創造力 計算力 
A 4 8 3 
B 6 7 2 
C 8 6 1 
D 4 8 9 
 研究役員 
 コミュ力 創造力 計算力 
A 1 8 8 
B 4 9 7 
C 8 6 6 
D 8 9 3 
 生産役員 
 コミュ力 創造力 計算力 
A 5 5 8 
B 6 3 9 
C 8 6 7 
D 5 2 4 
各評価者が特に重視する項目で候補者を評価して最上位者に投票した場合の「票数」を
加えた社会的評価はつぎのようになる。 
 𝐹𝐴 𝐹𝐽 𝐹ｃ 票数 
A 5.6 5 8 0 
B 5.9 6 7 2 
C 6.2 6 6 1 
D 5.8 8 5 0 




















が加わると、平均では勝者となれないが、「Judge based Majority Judgement」で勝者とな
る。3.6の例からも Majority Judgement では尖った対象を選ぶ傾向がある。 
（ⅱ）「Judge based Majority Judgement」と「Criteria based Majority Judgement」の
違いとしては、4.2 で調べた前提のような評価者による評価の確度が高い項目が過半数あり、
そのばらつきが低いケースでは、「Criteria based Majority Judgement」の Majority Grade
は確度の高い評価から選ばれる。また、確度の高い評価項目は、同じ評価項目に対して高
い評価目線を持つ他の評価者から厳しく見られるため、戦略的操作が難しい前提を置ける。
「Judge based Majority Judgement」では、同じ評価者の確度の高い項目の評価の差が大
きいケースでは、確度の低い評価により評価者による Majority Gradeが影響を受けると同














Criteria-based が Judge-based より戦略的操作耐性があるため、評価者の利害が対立する
場合は、Criteria-base がより向いていると考えられる。 





































山本芳嗣(2012)『1人 1票から Majority Judgement へ』オペレーションズ・リサーチ 
Arrow, K. J. (1963) Social Choice and Individual Values (No. 12). Yale University 
KYOTO SANGYO UNIVERSITY ECONOMIC REVIEW No.7 (March 2020) 
 74 
Press. 
Arrow,K.J.(1974) The Limits of Organization. WW Norton & Company.（邦訳：村上泰亮
訳『組織の限界』ちくま学術文庫） 





Collective Decision-making in Business Organizations 
-From a Social Choice Perspective- 
Motofusa HAMADA 
Abstract 
This paper discusses a collective decision-making method that can be applied in the business 
organizational context and studies its distinctive quality by presenting a model that integrates 
individuals’ preferences.  This model makes a choice under a set rule, after taking into an 
account various views and opinions of internal stakeholders, including senior officers, on a 
variety of available options. First, the paper provides an elementary proof of Arrow’s 
Impossibility Theorem before introducing the Majority Judgement, a new social choice model, 
and reviewing its features.  The study, then, expands the Majority Judgement model to have 
multiple criteria and compares its decision-making process against other methods, such as 
traditional scoring rule and majority voting.  The study also examines the selected winner’s 
traits as well as the model’s strategic manipulability. The observations made in the paper 
introduce new arguments that help one contemplate the way collective decisions should be 
made. 
Key words: Social Choice Theory, Arrow’s Impossibility Theorem, Authoritarian with 
discussion, Majority Judgement, Decision making 
 
